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	タイトル
	「泊原発３号機の営業運転再開容認」に対する緊急抗議打電の取り組み


※　各地方本部止め、調整の取れている単組・総支部にのみ地方本部よりＦＡＸで指示をお願いします。
２０１１年８月１７日
各地方本部・単組・総支部執行委員長　　様
自治労北海道本部

執行委員長　　山　上　　潔
日頃からの職場・地域におけるご奮闘に対し心より敬意を表します。

　高橋知事は、１７日、泊原発３号機の営業運転再開について「容認する」考えを表明しました。本日中にも海江田経産相に営業運転再開への同意を伝える方針で、これを受け経産相は検査終了証を公布し、３号機は調整運転から営業運転に移行するとしています。

昨日、知事が出席して開催された道議会「産炭地域振興・エネルギー問題調査特別委員会」では、「住民合意」や「道民の不安の解消」の必要性など慎重論が相次いだにもかかわらず、「容認」に踏み切ったことは、「再開ありき」の道民不在・議会軽視といわざるを得ません。

　福島第一原発事故が依然として深刻な状況が続き収束の目途がたたない中で、事故の原因調査もすすんでいません。さらに国が全原発の安全性を総合的に評価する「ストレステスト」の実施を決定する中で、それさえ実施することなく知事が全国に先駆けて３号機の営業運転再開を容認したことは断じて認められるものではなく、強く抗議するものです。

　北海道平和運動フォーラムと「脱原発・クリーンエネルギー」市民の会は、街頭宣伝行動を展開するとともに、本日、「抗議声明」（別紙）を発しています。
道本部としても、知事の容認判断は、現在の情勢からも理解できません。

つきましては、下記のとおり緊急行動の要請が北海道平和運動フォーラムよりありましたので、高橋知事に対する抗議打電のとりくみと、営業運転再開に向け最終検査申請を強行した北電に対する抗議打電のとりくみを下記のとおり展開するよう要請いたします。なお、単組・総支部においては、補助組織からの抗議行動も合わせて要請いたします。
記

１．「泊原発３号機の営業運転再開容認に抗議する｣緊急打電行動

（１）あて先

①　北海道知事　高橋　はるみ　様

　　　　〒060-8588　札幌市中央区北３条西６丁目　北海道庁内

　　　　　　　　　　　　ＦＡＸ（０１１）２４１－８１８１

　　　文　例

　　　　福島原発事故が依然として収束せず、事故原因などの究明・検証がなされない中、泊原発３号機の営業運転再開を容認したことは断じて容認できない。ただちに営業運転再開の撤回を求める。

②　北海道電力株式会社　取締役社長　佐藤　佳孝　様

〒060－8677　札幌市中央区大通東１丁目２番地

ＦＡＸ（０１１）２１０－９５８６

　　文　例

　　　　道民の不安が払拭されていない中で、営業運転にむけた最終検査を受けたことに対して強く抗議する。ただちに営業運転を停止せよ。

（２）取り組み期日　可能な限り、本日１７日（水）のとりくみとし、１９日(金)までには完了します。

２．その他　　不明な点は、総合政策局自治体政策部（山木・佐々木）まで連絡してください。　ＴＥＬ　０１１－７４７－３２１１

	


「泊原発３号機の営業運転再開容認」に対する
緊急抗議打電の取り組み報告

　　地方本部名　　　　　　　　　　　　単組・総支部名　　　　　　　　　　　　
	
	北海道知事
	北海道電力
	

	抗議打電数
	
	
	


· 数は、保持組織をあわせた数とし、打電・FAXの合計数字を記載して下さい
　 【報告先】ＦＡＸ　０１１－７００－２０５３

以　上

＜参 考＞　泊原発３号機の営業運転再開をめぐる経過
７月１２日（火）

　　北電、「調整運転中の泊原発3号機について、経済産業省原子力安全・保安院の最終検査のための申請を近く行う」ことを明らかにした。保安院が8日、東日本大震災直後の対応や、大津波を想定した泊原発の緊急安全対策が一段落したとして、北電に対して泊原発3号機の最終検査を申請するよう指導していたことや原子力安全委・斑目委員長が11日、「（試験運転が約4ヵ月続いていることに）明らかにいいことではない」を受け、北電が検査申請を行うもの。

	＜調整運転＞
　　電気事業法に基づき営業運転開始から13ヶ月以内の実施が義務付けられた定期検査の最終段階での運転。試験運転とも呼ばれる。炉内の圧力などを確認しながら実質的には営業運転と同様、出力を100%まで引き上げ発電、電力供給も行う。通常は約1ヵ月後に最終試験に当たる「国の総合負荷性能試験」を受験。2日程度で終了し問題がなければ定検の終了証が電力事業者に公布され、営業運転入りが認められる。


７月１４日（木）
　　枝野官房長官「泊原発3号機の営業運転再開は再稼動に当たらず、菅首相ら4閣僚による政治判断は不要」との認識を示す。

　　道は海江田経済産業大臣に質問書を送付。①3号機の営業運転再開は「再稼動」か、それとも「運転の継続」か、②稼働中の他の原子炉と同様に安全評価の2次評価の対象となるのか、③安全性は担保されるのか。
７月１５日（金）

　　高橋知事、3号機の営業運転再開について「知事として、道民生活や産業活動を支える意味で、電力の安定供給を確保する責務がある」と述べ、国から営業運転再開が「再稼動に当たらない」との回答が得られれば、運転再開を容認する方向。容認判断には「地元の理解をしていただく必要もある」とも述べる。

７月１６日（土）

営業運転前の調整運転を続けていた大飯原発1号機（福井県）の緊急炉心冷却装置(ECCS）のトラブルで、関西電力は手動で原子炉を停止した。再稼動には停止中の他の原発と同様、安全評価の「1次評価」が必要となる見通し。

道は泊3号機への政府の対応に影響がないか保安院に問い合わせ。保安院「現時点では分からない」。道は北電に「安全確認を徹底して運転するよう」要請。北電「（泊3号機の営業運転再開は）地元の理解を深めながら準備を進めるということに変わりはない」。

７月１９日（火）

　　海江田経済相、大飯原発１号機の冷却系等のトラブルによる運転停止は、泊原発３号機の営業運転再開に影響しない、との認識を示す。

７月２０日（水）

　　高橋知事、3号機の営業運転再開について「道からの質問に対する回答を政府の統一見解としてもらった後、頭の整理がスタートする」。枝野官房長官、3号機は｢現に稼働中の状態｣と述べ、運転再開は再稼動に当たらないとの認識を示す。

７月２８日（木）

　　北電社長は、3号機か営業運転に移行する際に必要な国への最終検査申請について「道の同意がなくても、国が受け付けるというならば出す」と述べ、国から正式な指示があれば、道の同意を得ずに申請に踏み切る考えを示す。

８月　９日（木）
　　海江田経産相は9時ころ、高橋知事に文書で「3号機の営業運転再開は再稼動に当たらない」と回答した。①泊3号機は運転の継続状態にあり、再稼動に当たらない、②原発の安全評価では、他の稼働中の原発と同様に2次評価の対象、③関西電力大飯原発1号機のトラブルによる停止は、泊3号機の安全評価に影響しない、④原発の安全性は福島原発事故後、慎重にチェックしている。

　　保安院は午前、最終検査に関する道の判断を待たずに、北電に3号機の最終検査を受けるよう指導。北電は、原子力安全・保安院の指導を受け正午過ぎ、3号機の最終検査を申請、保安院が同日夕、検査に着手した。

　　高橋知事、「回答をもらって、これから検討しようという時に、北電に『検査を受けろ』という指示を出す。国のやり方は、はなはだ遺憾」と反発。

８月１０日（金）
　　原子力安全・保安院は、3号機の最終検査を終了した。①原子炉がフル出力の状態で蒸気発生器やタービンが正常に稼動しているか、②原子炉建屋の放射線管理区域内のポンプ類が正常に動作しているかなど260項目をチェック、「異常は認められなかった」。

海江田経産相は10日夜、国の対応に反発していた高橋知事に対し、「知事が運転再開について判断するまで、終了交付証を先送りする」ことを説明。

８月１１日（木）
　　内閣府・原子力委員会は、経産省原子力安全・保安院が「安全基準上の問題はない」とした最終検査報告を了承した。
	高橋知事の「泊原発３号機の営業運転再開容認」に対する抗議声明

　高橋知事は、本日、泊原発３号機の営業運転再開について「容認する」考えを表明した。

昨日、知事が出席して開催された道議会「産炭地域振興・エネルギー問題調査特別委員会」では、「住民合意」や「道民の不安の解消」の必要性など慎重論が相次いだにもかかわらず、「容認」に踏み切ったことは、「再開ありき」の道民不在・議会軽視といわざるを得ない。

福島第一原発事故では、放射能汚染が拡大するなど依然として深刻な状況が続き収束の目途もたたず、事故の原因調査もすすんでいない。さらに国が全原発の安全性を総合的に評価する「ストレステスト」の実施を決定する中で、それさえ実施することなく知事が全国に先駆けて３号機の営業運転再開を容認したことに強く抗議する。

　経済産業省は、３号機の５ヶ月にも及ぶ「調整運転」を「異例の事態」として、北電に対し再三、「最終検査を申請するよう」指導してきた。北電も道民の「安全」よりも「運転」を重視し、道の同意のない中、一方的に最終検査を申請した。また、高橋知事も、国の「回答」を待つ姿勢に終始し、自ら率先して道民の安全を守るという姿勢を欠いてきた。

　この間、保安院と電力会社による「やらせ問題」が発覚し、泊原発３号機と同じく調整運転中の大飯原発１号機が冷却系等のトラブルで緊急停止した。

　国民の原子力政策対する不信・不安は頂点に達しており、約７割が「脱原発」を支持している。

　泊原発３号機では、２０１２年春にも多量のプルトニウムを扱うプルサーマル発電を開始するとしている。プルトニウムはウランより核分裂しやすく危険性が高いばかりか、強い発がん性も指摘されている。しかも、泊原発沖には「海底活断層」の存在も指摘されている。

　こうした中で、全国初の「再稼動」となる泊原発３号機の「営業運転再開」は断じて容認できない。

「市民の会」は、泊原発３号機の営業運転の即刻停止を求めるとともに、引き続き、「３号機プルサーマル計画の撤回」や「泊原発の段階的運転停止」、さらには、政府の原発推進政策から再生可能な自然エネルギー政策への転換を求め運動を展開していく。

２０１１年　８月１７日

脱原発・クリーンエネルギー市民の会

（事務局：北海道平和運動フォーラム）




